高施第２４２５号
平成２４年３月２３日
各有料老人ホーム施設長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府福祉部高齢介護室施設課長
老人福祉法及び老人福祉法施行規則の改正並びに大阪府
有料老人ホーム設置運営指導指針の改正について（通知）
　日頃から本府の高齢者福祉行政の推進にご協力いただき、厚くお礼申し上げます。
　標記について下記のとおりお知らせしますので、各施設におかれては、法令改正の内容に従い、重要事項説明書及び入所契約書の変更等の対応をいただきますようお願いいたします。
記
１．老人福祉法及び老人福祉法施行規則の改正内容
　改正老人福祉法及び規則の施行に伴い、平成２４年４月１日から以下の点が変更されます。
（１）権利金等の受領禁止（法第29条第6項）＊新設
　有料老人ホームを運営する事業者は、家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価（以下、「家賃等」という。）として受領する費用以外の金品（権利金等）を受領できなくなります。
経過措置：平成２４年３月３１日までに設置の届出をされた有料老人ホームは、平成２７年４月１日以降に受領する金品から適用となります。
（２）前払金の返還方法を明示した契約の締結（法第29条第8項、規則第21条）＊新設
　有料老人ホームを運営する事業者は、一括して受領する家賃等（ただし、６カ月を上限とする敷金を除く）について、入居後３月以内に契約解除又は死亡した場合及び想定入居期間（前払金の償却期間）内に契約解除又は死亡した場合は、（契約解除等までの日数×日割計算した家賃等）を除き、前払金を返還する旨を重要事項説明書及び入居契約書に記載（返還される前払金の額を記載）しなければなりません。
経過措置：平成２４年４月１日以降の入居者から適用。
（３）届出事項の追加（規則第20条の5第1項第8の2号）
家賃等（入居一時金、介護一時金、協力金、管理費、入会金その他いかなる名称であるかを問わない。敷金は家賃の６月分相当額を超える場合は対象）の全部又は一部を前払金として一括して受領する場合はこれまでも保全措置が必要でしたが、設置の届出を行う際に保全契約書※が必要になります。
※保全契約書：銀行、信託会社、保険会社、（社）全国有料老人ホーム協会のいずれかと交わした保全契約書。事業者の親会社による保全契約は対象外となりました。
経過措置：平成２４年４月１日以降に設置の届出を行うものから適用。
２．大都市特例の創設
　政令・中核市に所在する有料老人ホームの届出・指導監督権限が都道府県知事から政令・中核市の長へ移譲されます。平成２４年４月１日以降の有料老人ホームを運営する事業者に対する運営指導や入居者等からの相談は権限移譲を受けた市町村が行います。
※別紙「有料老人ホームの所管」参照
３．大阪府有料老人ホーム設置運営指導指針の改正
　法令改正に伴い「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」の一部改正も行われ、平成２４年４月１日より適用される旨の通知が厚生労働省からありました。これに伴い、近日中に大阪府有料老人ホーム設置運営標準指導指針を改正し、通知する予定としています。
　なお、上記厚生労働省通知により、重要事項説明書の記載内容も改正されています。詳しくは、以下のホームページをご覧ください。
　施設課ＨＰ：http://www.pref.osaka.jp/koreishisetsu/yuryou/index.html
４．変更後の入居契約書及び重要事項説明書について
　平成２４年４月１日以降契約分について、現在の入居契約書及び重要事項説明書を変更した場合は、変更後１カ月以内に貴ホームを所管する府若しくは市町村に変更届を提出してください。
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